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エジプトにおける軍の経済活動 
―スィースィー体制での役割― 





Since the second transition period started July 2013, the Egyptian armed 
forces have once again played a critical role in building a new political system. 
Although the Supreme Council of the Armed Forces (SCAF) had not come to 
the front this time, it controlled the transition process and succeeded in 
keeping the privileges of the military in both political and economic fields. 
 
This paper focuses on the economic role of the military under the regime 
of Abdel Fattah el-Sisi. Large scale economic activity of the military started in 
the mid-1970s. The military expanded its grip on the domestic economy and 
became one of the largest producers in Egyptian civil industry. In addition to 
controlling a huge business empire, the military under the Sisi administration 
is an entity supportive of national development goals. As the backer of the 
current regime, the armed forces have taken on a new responsibility as a 
central role player in economic development. 
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のも軍であった。そして 2014 年 6 月に軍司令官だったスィースィーが大統領に就任するこ
とで、準軍事政権とも言える政権が成立した。現在のエジプトは、「1 月 25 日革命」の主役
であった民主化を求める青年層、革命後の選挙で与党となった自由公正党（ムスリム同胞団）
のいずれもが政治の舞台から締め出され、軍を基盤とする政治体制が構築された。 

















                                                     
1 軍による経済活動の規模については様々な見解があるが、多くの記事・文献において「GDP 比
5～40％」と大きな幅を持たせた表記となっている（Marshall and Stacher[2012,12]， Abul-
Magd[2011]，Hammer and Ismail [2011]など）。具体的な数値に言及した例としては、Sennott 
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表 2 政軍関係の類型 





シップ 強い 補助的な主体 政府に従属 
独裁的政党と軍の
パートナーシップ 政府管理下 補助的な主体 政府に従属 
軍が支配 
（軍優位） 
軍による支配 弱い 支配的な主体 主たる統治者 
仲裁者としての軍 分断 支配的な主体 支配的な権力者 
制度化された政治権
力を持つ軍 分断 支配的な主体 主たる統治者 
軍閥政治 弱い 支配的な主体 有力指導者との 
連携 
（出所）Siddiqa [2007, 34-35]から抜粋 
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野については、いくつかの先行研究が存在する［Springborg 1987; 1989, Marshall and 
Stacher 2012, Roy 1992 など］。また、軍は傘下機関による生産活動だけでなく、国内およ
び外資系企業と数多くの合弁事業を実施している 2。 
軍による生産活動では、軍需生産省（Ministry of Military Production）、アラブ工業化機
構（Arab Organization for Industrialization：AOI）、国家サービス事業機構（National 
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AOI は、兵器製造を目的として、1975 年にエジプトと湾岸 3 カ国（サウジアラビア、
UAE、カタル）による出資で設立された国際合弁事業であった。しかしながら、湾岸 3 カ
国はエジプト・イスラエル平和条約に反発して AOI 事業から撤退したため、1980 年代以降
は実質的にエジプト単独の事業となった。AOI の設立目的は兵器の製造とメンテナンスで
あったが、現在までに電子機器や乗用車の組み立てといった一般消費財の生産も行われてい
る。Halawa［2012］によれば、AOI には 12 の工場（従業員数 1 万 6000 人）があり、そ
の生産の 70％が一般消費財である。 
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4 「憲法の基本原則」は 22 条と憲法制定議会の選出方法から構成され、そのうち軍に関する規
定は第 9・ 10 条に記載がある（ http://www.almasryalyoum.com/news/details/103142 ，
http://www.lcil.cam.ac.uk/arab_spring/arab-spring-egypt）。 
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現行憲法（2014 年 1 月発効）における軍の権限は、ムバーラク期よりも強化されている。
ムルシー政権下で改正された 2012 年憲法において拡大した軍の権限は、現行憲法に引き継
がれるとともに、一部条項で一層強力になった。現憲法では、国防大臣は軍将校から任命さ
れること（第 201 条）、さらに今後 8 年（大統領任期 2 期分）は国防相の任命に軍最高評議
会の承認が必要なこと（第 234 条）が記されている。また、軍の予算は、大統領を議長とし
参謀長や各軍司令官を含む軍将校も加わる国防委員会で審議し、政府予算に一括項目として


















軍は 2012 年 6 月末のムルシー大統領就任によって一旦は政治の表舞台から退場したが、
翌年 6 月末の大規模な反ムルシー政権デモによって政治状況が不安定化したことを受け、再
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ジェクトへの関与が相次いだ。経済回復のために暫定政権が実施した経済刺激策に基づくイ
ンフラ建設工事の多くを請け負ったのである。その額は 2013 年 9～12 月で計 15 億米ドル























表 3 軍の経済的役割の変化 
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影響力は、「1 月 25 日革命」以前よりも一層高まったと言えるだろう。 
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